
令和３年度 第１回浜松市社会福祉審議会

日 時  令和３年５月２４日（月）

                        １３：３０～１５：４０

                   場 所  浜松市役所 全員協議会室

次   第

１ 開 会（１３：３０）

２ 副市長あいさつ

３ 委員の紹介 …資料１

４ 社会福祉審議会の概要  …資料３～６

５ 委員長及び副委員長の互選

６ 専門分科会委員の指名

７ その他

８ 閉会（１４：００）

※ 閉会後、下記のとおり専門分科会を開催いたします

時間 専門分科会名 場所

１４：１０～１４：５０ 高齢者福祉 第３委員会室

障害福祉 第４委員会室

児童福祉 第５委員会室

１５：００～１５：４０ 民生委員審査 第４委員会室

地域福祉 第５委員会室





NO 所属団体 役職 氏名
新任
再任

1 浜松市私立幼稚園協会 会長 荒巻　太枝子 新

2 浜松市青少年健全育成会連絡協議会 副会長 安間　清弘 再

3 浜松市自治会連合会 理事 石川　惠一 再

4 浜松市民生委員児童委員協議会 副会長 井村　元子 新

5 浜松市母子寡婦福祉会 理事 岩渕　元美 再

6 浜松市人権擁護委員連絡協議会 大塚　幸子 新

7 浜松市ボランティア連絡協議会 副会長 小木野　安孝 新

8 聖隷クリストファー大学 教授 酒井　昌子 再

9 聖隷クリストファー大学 学部長・教授 佐藤　順子 再

10 浜松市民生委員児童委員協議会 副会長 鈴木　幸子 再

11 聖隷クリストファー大学 教授 鈴木　光男 新

12 国立大学法人浜松医科大学 教授 須田　隆文 新

13 浜松市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会 副会長 髙塚　美栄 新

14
特定非営利活動法人
浜松地区精神保健福祉会 明生会

理事 高栁　弘行 新

15 浜松民間保育園長会 会長 中村　勝彦 再

16
特定非営利活動法人
浜松市身体障害者福祉協議会

会長 二橋　眞洲男 再

17 一般社団法人　浜松市薬剤師会 副会長 野寄　秀明 再

18
特定非営利活動法人
浜松地区肢体不自由児親の会

副理事 原田　広美 新

19 浜松市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会 副会長 原田　友理 新

20 浜松市議会 平野　岳子 再

21 一般社団法人　浜松市医師会 藤島　百合子 再

22 浜松市手をつなぐ育成会 副会長 松井　章子 新

23 公益社団法人　静岡県看護協会 西部地区支部 役員 松本　礼子 再

24 浜松市社会福祉施設協議会 理事 水谷　秀夫 新

25 一般社団法人　浜松市医師会 村山　恵子 新

26 一般社団法人　浜松市歯科医師会 理事 村上　祐介 再

27 社会福祉法人　浜松市社会福祉協議会 常務理事 山下　文彦 新

28 浜松市老人クラブ連合会 常任理事 山本　悦久 新

29 浜松商工会議所 会長 横田　みどり 再
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№ 補職名 氏名

1 健康福祉部 部長 山下　昭一

2 健康福祉部 福祉総務課 次長（課長） 渡辺　貴史

3 健康福祉部 福祉総務課　指導監査担当 担当課長 岡部　真由美

4 健康福祉部 福祉総務課　人権啓発センター 専門監（所長） 白柳　寿明

5 健康福祉部 障害保健福祉課 課長 久保田　尚宏

6 健康福祉部 障害保健福祉課　精神保健福祉担当 担当課長 鈴木　博

7 健康福祉部 高齢者福祉課 課長 恒川　浩章

8 健康福祉部 高齢者福祉課　医療・介護推進担当 担当課長 鈴木　勝己

9 健康福祉部 介護保険課 課長 加藤　浩二

10 健康福祉部 障害者更生相談所 所長 高山　厚志

11 健康福祉部 医療担当 担当部長 鈴木　達夫

12 健康福祉部 参与 板倉　弥

13 健康福祉部 健康医療課 次長（課長） 島  和之

14 健康福祉部 健康増進課 参事（課長） 平野　由利子

15 健康福祉部 健康増進課　ウエルネス推進担当 担当課長 鈴木　久仁厚

16 健康福祉部 精神保健福祉センター 参与（所長） 二宮　貴至

17 健康福祉部 保健所 保健所長 西原　信彦

18 こども家庭部 部長 鈴木　知子

19 こども家庭部 次世代育成課 次長（課長） 野田　志保

20 こども家庭部 子育て支援課 参事（課長） 小山　東男

21 こども家庭部 幼児教育・保育課長 課長 松下　直樹

22 こども家庭部 幼児教育・保育課　幼児教育指導担当 担当課長 井川　宜彦

23 こども家庭部 児童相談所 参事（所長） 鈴木　勝

24 学校教育部 教育総務課　就学支援担当 担当課長 大西　敏巳

25 学校教育部 教育総務課　学校・地域連携担当 担当課長 齋藤　美苗

　　　　　　　令和３年度浜松市社会福祉審議会事務局名簿

所属

資料 ２
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社会福祉法（関係条文抜粋） 

第二章 地方社会福祉審議会 

（地方社会福祉審議会） 

第七条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する

事項を除く。）を調査審議するため、都道府県並びに地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一

項の中核市（以下「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会そ

の他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）を置く

ものとする。 

２ 地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市

の長の監督に属し、その諮問に答え、又は関係行政庁に意見を具申す

るものとする。 

（委員） 

第八条 地方社会福祉審議会の委員は、都道府県又は指定都市若しくは

中核市の議会の議員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある

者のうちから、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長が任命

する。 

（臨時委員） 

第九条 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福

祉審議会に臨時委員を置くことができる。 

２ 地方社会福祉審議会の臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは

中核市の議会の議員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある

者のうちから、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長が任命

する。 

（委員長） 

第十条 地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委

員長は、会務を総理する。 

（専門分科会） 

第十一条 地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項

資料 ３
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を調査審議するため、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉

に関する事項を調査審議するため、身体障害者福祉専門分科会を置く。 

２ 地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、

必要に応じ、老人福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことがで

きる。 

（地方社会福祉審議会に関する特例） 

第十二条 第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若

しくは中核市は、条例で定めるところにより、地方社会福祉審議会に

児童福祉に関する事項を調査審議させることができる。 

２ 前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を

調査審議させる場合においては、前条第一項中「置く」とあるのは、

「、児童福祉に関する事項を調査審議するため、児童福祉専門分科会

を置く」とする。 

（政令への委任） 

第十三条 この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必

要な事項は、政令で定める。 
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社会福祉法施行令（関係条文抜粋） 

（民生委員審査専門分科会） 

第二条 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、当該都道府県

又は指定都市若しくは中核市の議会の議員の選挙権を有する地方

社会福祉審議会（法第七条第一項に規定する地方社会福祉審議会

をいう。以下同じ。）の委員のうちから、委員長が指名する。 

２  民生委員審査専門分科会に属する委員がその職務上の地位を

政党又は政治的目的のために利用した場合は、当該委員について、

委員長は、前項の規定による指名を取り消すことができる。 

３ 民生委員審査専門分科会の決議は、これをもつて地方社会福祉

審議会の決議とする。 

（審査部会） 

第三条 地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度の審査に関

する調査審議のため、身体障害者福祉専門分科会に審査部会を設

けるものとする。 

２ 審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、身体障害者福祉専門

分科会に属する医師たる委員及び臨時委員のうちから、委員長が

指名する。 

３ 地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度に関して諮問を

受けたときは、審査部会の決議をもつて地方社会福祉審議会の決

議とすることができる。

資料 ４
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浜松市社会福祉審議会条例 

平成１２年３月２４日 

浜松市条例第４６号 

（設置） 

第１条 市は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）

第７条第１項の規定に基づく審議会その他の合議制の機関として浜松市社会

福祉審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 民生委員の適否に関すること。 

(2) 障害者の福祉に関すること。 

(3) 高齢者福祉に関すること。 

(4) 地域福祉に関すること。 

(5) その他の社会福祉に関すること。 

（平１８条例８３・平２０条例４・一部改正） 

（所掌事務の特例） 

第２条の２ 審議会は、法第１２条第１項の規定に基づき、児童福祉に関する

事項を調査審議する。 

２ 審議会は、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）

第７条の規定に基づき、母子家庭及び父子家庭の福祉に関する事項を調査審

議する。 

３ 審議会は、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第７条の規定に基づ

き、母子保健に関する事項を調査審議する。 

４ 審議会は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）

第２５条の規定に基づき、同条に規定する事項を調査審議する。 

（平１８条例８３・追加、平２６条例５６・一部改正） 

（委員） 

第３条 審議会は、委員５０人以内で組織する。 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（平３１条例２１・一部改正） 

資料 ５
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（臨時委員） 

第３条の２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に臨時

委員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、当該特別の事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるも

のとする。 

（平１８条例８３・追加） 

（委員長及び副委員長） 

第４条 審議会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。 

（平１８条例８３・一部改正） 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

４ 臨時委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決を行う場合には、

前２項の規定の適用については、委員とみなす。 

５ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見

を聴くことができる。 

（平１８条例８３・一部改正） 

（専門分科会） 

第６条 次の各号に掲げる事項を調査審議するため、法第１１条第１項及び第

２項並びに第１２条第２項の規定により、審議会に、当該各号に定める専門

分科会を置く。 

(1) 民生委員の適否の審査に関する事項 民生委員審査専門分科会 

(2) 障害者の福祉に関する事項 障害福祉専門分科会 

(3) 高齢者福祉に関する事項 高齢者福祉専門分科会 

(4) 地域福祉に関する事項 地域福祉専門分科会 

(5) 児童福祉、母子家庭及び父子家庭の福祉並びに母子保健に関する事項並
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びに認定こども園法第２５条に規定する事項 児童福祉専門分科会 

２ 審議会は、前項各号に掲げる事項のほか必要があると認める事項を同項各

号に定める専門分科会に調査審議させることができる。 

３ 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、社会福祉法施行令（昭和３３

年政令第１８５号）第２条第１項の規定に基づき、委員長が指名する。 

４ 民生委員審査専門分科会以外の専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は、

委員長が指名する。 

５ 専門分科会に専門分科会長を置き、当該専門分科会の委員の互選により定

める。 

６ 専門分科会長は、専門分科会を代表し、会務を総理する。 

７ 専門分科会長に事故があるとき又は専門分科会長が欠けたときは、あらか

じめ専門分科会長が指名する専門分科会の委員がその職務を代理する。 

８ 前条の規定は、専門分科会の会議について準用する。 

（平１８条例８３・全改、平２６条例５６・一部改正） 

第７条 専門分科会の決議は、これをもって審議会の決議とする。ただし、審

議会が特に定める事項については、この限りでない。 

（平１８条例８３・一部改正） 

（審査部会等） 

第８条 社会福祉法施行令第３条第１項の規定により、障害福祉専門分科会に

審査部会を置く。 

２ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第６項に規定する措置

及び児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第２９条に規定する里親

の認定に関する事項を調査審議するため、児童福祉専門分科会に児童処遇部

会を置く。 

３ 児童福祉法第３３条の１５第２項の規定による報告に係る事項及び児童虐

待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第４条第５項に規定す

る事例の分析に関する事項を調査審議するとともに児童福祉法第３３条の１

５第１項の規定による通知に関する事務を処理するため、児童福祉専門分科

会に児童虐待検証部会を置く。 

４ 審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、社会福祉法施行令第３条第２項

の規定に基づき、委員長が指名する。 

５ 児童処遇部会及び児童虐待検証部会に属すべき委員及び臨時委員は、委員
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長が指名する。 

６ 審査部会、児童処遇部会及び児童虐待検証部会（以下「審査部会等」とい

う。）に部会長を置き、当該審査部会等の委員及び臨時委員の互選により定

める。 

７ 部会長は、審査部会等を代表し、会務を総理する。 

８ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長が

指名する審査部会等の委員又は臨時委員がその職務を代理する。 

９ 第５条の規定は、審査部会等の会議について準用する。 

（平１８条例８３・全改、平２０条例４・平２１条例４９・平２４条例

９・一部改正） 

第９条 審査部会等の決議は、これをもって審議会の決議とする。ただし、審

議会が特に定める事項については、この限りでない。 

（平１８条例８３・追加） 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、

審議会が定める。 

（平１８条例８３・旧第９条繰下） 

附 則 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 浜松市社会福祉審議会の調査審議事項の特例に関する条例（平成８年浜松

市条例第５０号）は、廃止する。 

３ この条例の施行の際、現に浜松市社会福祉審議会の委員である者の任期は、

第３条第２項の規定にかかわらず、平成１３年４月１５日までとする。 

附 則（平成１２年９月２９日浜松市条例第７４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１４年３月１日浜松市条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年１２月１５日浜松市条例第８３号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２１日浜松市条例第４号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月１日浜松市条例第４９号） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に児童福祉専門分科会において調査審議されている

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の１５第２項の規定によ

る報告に係る事項及び児童処遇部会において調査審議されている児童虐待の

防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第４条第５項に規定する事

例の分析に関する事項については、改正後の第８条第２項及び第３項の規定

にかかわらず、従前の例により児童福祉専門分科会及び児童処遇部会におい

て調査審議する。 

附 則（平成２４年３月２３日浜松市条例第９号抄） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月２９日浜松市条例第５６号） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法律（平成２４年法律第６６号。以下「改正

法」という。）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行する。ただし、

次項の規定は公布の日から、第１条の規定は平成２６年１０月１日から施行

する。 

２ 改正法による改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２５条に規定する事項

（改正法附則第９条に規定する行為に係るものに限る。）については、この

条例の施行の日前においても、第２条の規定による改正後の浜松市社会福祉

審議会条例の規定の例により浜松市社会福祉審議会において調査審議するこ

とができる。 

    附 則(平成３０年３月２４日浜松市条例第４号) 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、

同月２日から施行する。 

附 則(平成３１年３月１５日浜松市条例第２１号) 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該額号に定める日から施行する。 

（1） 略 

（2） 第８条、第２２条、第２４条、第２６条、第３７条及び第３８条並びに

附則第３項の規定 平成３１年９月１日 

３ 第８条、第２２条、第２４条、第２６条、第３７条及び第３８条の規定に
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よる改正後の浜松市社会福祉審議会条例第３条第２項、浜松市情報公開・個人

情報保護員会条例第５条、浜松市ユニバーサルデザイン条例第２０条、浜松市

男女共同参画推進条例第１９条、浜松市博物館条例第１９条第３項及び浜松市

文化財保護条例第４７条第１項の規定は、附則第１項第２号に掲げる規定の施

行の日以後に任命され、又は委嘱される委員の任期について適用し、同日前に

任命され、又は委嘱された委員の任期については、なお従前の例による。 
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（社会福祉法　第7条第1項）

（任意設置） （必置）社会福祉法で「置く」と定めるもの

（任意設置）社会福祉法で「置くことができる」と定めるもの

（条例設置）浜松市社会福祉審議会条例に根拠を定めるもの

(担当：障害者更生相談所)

（任意設置）

こども園法第25条に規定する事項

 （認定こども園法※　第25条）

被措置児童等虐待に関する事項

委員 1人・臨時 4人

　(社会福祉法　第11条第2項)

地域福祉に関する事項

令和3年5月24日現在

　(児童虐待の防止等に関する法律　第4条第5項)

児童の措置に関する事項

社会福祉に関する事項を調査審議

　(社会福祉法　第11条第1項)

委員29人

委員 1人・臨時 4人

児童虐待検証部会

　(児童福祉法　第27条第6項)

※臨時委員について
　(社会福祉法第9条第1項)特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委員を置くことができる。

　(児童福祉法　第33条の15第1項及び第2項)

（任意設置）

地域福祉専門分科会
（担当：福祉総務課）

委員10人
（兼務8
人）

　(児童福祉法施行令　第29条)

（必置）

　(児童福祉法　第8条第1項)

民生委員審査専門分科会
（担当：福祉総務課）

委員 1人・臨時14人審査部会

　(社会福祉法施行令　第3条第1項)

（担当：子育て支援課）

　(浜松市社会福祉審議会条例　

　(社会福祉法　第11条第2項)

（必置）

（任意設置）

児童福祉専門分科会
（担当：次世代育成課）

委員10人
（兼務5
人）

児童虐待事例の分析

並びに母子保健に関する事項並びに認定

　(社会福祉法　第12条第1項)

 障害児（者）の福祉に関する事項

児童福祉、母子家庭及び父子家庭の福祉

（担当：子育て支援課）

里親の認定に関する事項

児童処遇部会

　(母子及び父子並びに寡婦福祉法

浜松市社会福祉審議会組織図

障害福祉専門分科会
（担当：障害保健福祉課）

委員7人
（兼務2
人）

委員10人
（兼務7
人）

高齢者福祉専門分科会
（担当：高齢者福祉課）

浜松市社会福祉審議会（全体会）

高齢者の福祉に関する事項

（必置）

※認定こども園法について
　正式名称「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」

　第7条)

身体障害者の障害程度の審査に関する事項

　(社会福祉法　第11条第1項)

第6条第1項第5号)

　(母子保健法　第7条)

委員 6人
（兼務6
人）

民生委員の適否の審査に関する事項

（条例設置）

資料 ６
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浜松市社会福祉審議会会場案内図 

（浜松市役所本館 ８階） 
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